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共施設等運営事業における運営権者の会計処
理等に関する実務上の取扱い」（以下、「実務
対応報告第35号」とする。）を公表した。
　これは、我が国の「民間資金等の活用によ
る公共施設等の整備等の促進に関する法律」
（以下、PFI法という。）の改正に伴って導入
された公共施設等運営権を前提とし、また、
PFI法にのっとったPFI事業の実施の指針で
ある内閣府の「公共施設等運営権及び公共施
設等運営事業に関するガイドライン」（以下、
「ガイドライン」という。）を前提とした実務
上の取扱いを示したものである。
　そこで、 本稿ではASBJが公表している資
料に基づいて「実務対応報告第35号」の開発
の経緯と論点をみることで、運営権の会計的
性質と更新投資について我が国の制度におけ
る会計処理の特徴を考察するものである。
Ⅱ　スキームと当初の論点
１．コンセッションのスキーム
　コンセッション方式は「公共施設の所有権
を民間に移転しないまま、民間事業者に対し
て、インフラ等の事業権（事業運営・開発に
関する権利）を長期間にわたって民間に付与
Ⅰ　はじめに
　「公共施設等の建設、維持管理、運営等に
民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用
することにより、同一水準のサービスをより
安く、又は、同一価格でより上質のサービス
を 提 供 す る 手 法 」 と し て のPFI（Private 
Finance Initiative）を活用した公民連携によ
る施設管理等の取り組みが増えている１）。こ
れは、政府が新たなビジネス機会の拡大と、
公的負担の抑制を図る経済・財政一体改革を
推進しようとしているからである。そして、
その手段として、民間の経営原理を導入する
公共施設等運営権制度を活用したPFI事業、
すなわちコンセッション事業を活用すること
の重要性が指摘され、その活用を拡大しよう
とする方向性が示されている（内閣府2017b, 
1-2頁）。
　このような状況において、公共部門が所有
する施設等のインフラストラクチャ（社会資
本）を民間部門が運営するというスキームを
写し出す会計処理方法が明確ではないことか
ら、企業会計基準員会（以下、ASBJとする。）
は、2017年５月２日に実務対応報告第35号「公
公共施設等運営権に係る会計の展開
─ 会計的性質と更新投資 ─
Development of Accounting Regarding the Right to Operate Public Facility, etc.
　
大　塚　浩　記
OTSUKA, Hironori
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２．対応報告開発の経緯
　「実務対応報告第35号」の開発は、政府の
成長戦略（『「日本再興戦略」改訂2014年―未
来への挑戦―』2014年６月24日閣議決定）に
おいて、運営権方式を活用する場合における
事業環境を整備の一環として公共施設等運営
権の会計上の取扱いとその考え方について広
く一般に示すために、テーマとして内閣府か
ら提案されたことに端を発する（ASBJ2015, 
１頁）３）。
　その後、2016年12月22日に実務対応報告公
開草案第48号「公共施設等運営事業における
運営権者の会計処理等に関する実務上の取扱
い（案）」（以下、「公開草案第48号」とする。）
が公表された。この公開草案には、11通のコ
メントレターが寄せられ、会計基準委員会は
それらについての対応を議論したのち、「実務
対応報告第35号」の公表に至っている。
　ASBJのテーマとして提言を受けた当初の
論 点 は、 第 3 2 4 回 A S B J 会 議 資 料（ 以 下、
ASBJ2015とする。）にまとめられている。本
資料を参照することで、運営権の会計処理を
みるうえでの基礎的な考え方を理解すること
ができる。
　そして、第328回ASBJ会議資料（以下、
する方式」（内閣府2010, 47頁）であり、2011
年のPFI法の改正によりコンセッション方式
による事業が導入された。
　PFI法では「公共施設等運営事業」を「特
定事業であって、第十六条の規定による（公
共施設等の管理者による公共施設等運営権の
－筆者）設定を受けて、公共施設等の管理者
等が所有権（公共施設等を構成する建築物そ
の他の工作物の敷地の所有権を除く。第29条
第４項についても同じ。）を有する公共施設
等（利用料金（公共施設等の利用に係る料金
をいう。）を徴収するものに限る。）について、
運営等（運営及び維持管理並びにこれらに関
する企画をいい、国民に対するサービスの提
供を含む。以下同じ。）を行い、利用料金を
自らの収入として収受するものをいう。」（第
２条第６項）とし、「公共施設等運営権」（以下、
運営権とする。）を「公共施設等運営事業を
実施する権利」（第２条第７項）と定義し、
そのスキームを図表１のように示している。
　このようなコンセッション事業に係わる日
本の会計処理を示す資料として、 ASBJより
公表された「実務対応報告第35号」がある。
次にその内容をみることにする２）。
図表１　コンセッションのスキーム
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と捉える考え方」であり、もう１つは「管理
者等が所有権を有する公共施設等を毎期使用
することの対価と捉える考え方」である
（ASBJ2015, 第11-17項）。
　前者は、運営権がPFI法上のみなし物権（財
産権）４）とされていることから、運営権対価
は運営権者が独占的に公共施設等を使用する
ことを認める法律上の権利の取得の対価と考
えるため、無形固定資産を取得した際と同様
の会計処理を行うことになる５）。
　それに対し、後者は運営権取得の契約を役
務提供契約と捉えた場合には、提供された役
務の受領と考えるため、運営権対価は公共施
設等を毎期使用することの対価とみて、毎期
の費用として処理することになる。ただし、
この場合、会計処理を検討する前提となって
いる「ガイドライン」にある運営権対価の性
質との関係を整理する必要があることが指摘
されている。
（2）方向性
　会計処理を行う単位は、「運営権対価を一括
して会計処理する方法」の採用が提案されて
いる（ASBJ2016a, 第11項）。これには、運営
権のみなし物権としての性質や公共施設等の
運営事業の一体性を重視していることが示さ
れ、 前提となっている制度であるPFI法が示
している運営権事業と運営権の性質を重視し、
それを写し出すように導かれたものというこ
とができる。
ASBJ2016aとする。）では、ASBJ2015でしめ
された論点について長所と短所を示した上で、
一定の分析結果が示されている。本資料を参
照することで、公開草案の前提となる考え方
の方向性をみることができる。
　そこで、当初の論点、「公開草案第48号」、「実
務対応報告第35号」へと至る過程をASBJの
会議資料を参照することで、運営権の会計処
理における特徴を明らかにする。そして、主
要な論点と考えられる会計的性質と更新投資
について上記２つの会議資料を参照し、その
内容と当初の結論に向けての方向性をみるこ
とにする。
３．会計的性質
（1）論点
　まず、具体的な会計処理を考察するために、
ASBJ2015では会計処理を行う単位について、
次の２つの方法を示している（ASBJ2015, 第
８項）。１つは運営権対価を一括して会計処
理する方法であり、もう１つは運営権対価を
複数の公共施設等に配分して会計処理する方
法である。しかし、後者のみに係わる「異な
る耐用年数公共施設等への配分方法」と「配
分時ののれんの認識の可否」の問題を除くと、
会計的性質が共通した論点となっている
（ASBJ2015, 第31項）。
　そして、公共施設等運営権対価の会計的性
質の捉え方は２つある。１つは「運営権者が
一定期間にわたり使用する権利の取得の対価
図表２　運営権対価の一括処理に伴う会計的性質
会計的性質
公共施設等を一定期間にわたって使用する権利の取得の
ための対価
公共施設等を毎期使用することの対価
↓ ↓
無形固定資産の計上と償却 毎期の費用計上
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使用されるため、維持管理という用語の範囲
における経済活動の中には、費用配分の適用
を受ける資本的支出が含まれる。
（2）論点
　ASBJ2015では、①「更新投資に係る資産
及び負債の認識」と②「更新投資に係る費用
配分の方法」の２つを論点としてあげている
（ASBJ2015, 第34項）。
①更新投資に係る資産及び負債の認識
　会計処理する単位として運営権対価を権利
取得の対価とする場合には、既存の会計基準
との整合性の観点から、ａ「運営権の設定時
点に、運営権対価を資産として認識する方法」
とｂ「運営権設定時点に、更新投資に係る負
債を認識し、見合いの資産を認識する方法」
が例示されている（ASBJ2015, 第35項）。
　ａの場合、「ガイドライン」が「運営対価の
算出方法は、運営権者が将来得られるであろ
うと見込む事業収入から事業の実施に要する
支出を控除したものを現在価値に割り戻した
もの（利益）を基本」（「ガイドライン」7（1）
2-2（1））としており、ASBJ2015は「特に定
めがない限り、事業の実施に要する支出には
更新投資に伴う支出も含まれる」（ASBJ2015, 
第４項）と示している。このため、取得原価
　次に、会計的性質は「運営権者が一定期間
にわたり使用する権利の取得の対価と捉える
考え方」の採用が提案されている（ASBJ2016a, 
第27項）。これは、公共施設等の運営権のみ
なし物権としての性質を貸借対照表に表すこ
とができる点や、分割払いの場合、将来の支
払に関する情報を貸借対照表の負債に表すこ
ととなる点を重視していることが示されてい
る。また、上記の会計処理を行う単位として
運営権対価を一括することとも一貫性がある。
４．更新投資
（1）前提
　PFI法を前提とすると、運営事業における
更新投資についての定義をみる必要がある。
「ガイドライン」では、新たな施設を作り出
すこと、いわゆる新設または施設等を全面除
去して再整備する「建設」と「改修」は運営
事業に含まれない「維持管理」が運営事業に
含まれる業務の範囲である。ここで運営事業
に含まれる「維持管理」とは「（上記の「建設」
と「改修」を除く）資本的支出または修繕（い
わゆる増築や大規模修繕も含む）を指すと考
えられる。」（「ガイドライン」11-2-1（1））
と示され、次の図表３が示されている。
　上図のとおり、「ガイドライン」では改修と
いう用語が全面除去に伴う再整備に限定して
図表３　PFI法上の改修と資本的支出
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らが同額であっても期間の前期に実施した更
新投資の各期の償却額（引当金繰入額）が大
きくなる点について検討の必要性を指摘して
いる。
　このように、運営権の取得時点で運営事業
の契約に含まれる更新投資が見込まれること
は確実であっても、時期や金額が明確でない
ため、更新投資で生じる資本的支出を運営権
の取得時点で資産と負債の両建てで認識する
のか、支出時点で資産を認識するのかに分か
れる。そして、このいずれを採用するかによっ
て、各期に配分される費用が異なることにな
る。
（3）方向性
　まず、①の資産と負債の認識では、「運営権
の設定時に、更新投資に係る負債を計上しな
い」方法の採用が提案されている（ASBJ2016a, 
第33項）。これはASBJ2016bでの記述からみ
てASBJ2015で「運営権の設定時点に、運営
権対価を資産として認識する方法」と表記さ
れていた方法である。
　この提案の根拠について、更新投資に関し
て運営権者にとって不可避な義務を負う性格
があるものの、支出額の合理的な見積もりの
困難な可能性がある点や、既存の会計処理と
の整合性の点から提案していることが示され
ている。また、ASBJ2016bの中で長所に示さ
れている通り、上記の会計処理を行う単位と
して運営権対価を一括して取り扱い、その権
利の取得の対価と捉えることとも整合性があ
る。このことにより、運営権対価は事業によ
り見込まれる収入から更新投資を含めた支出
を控除して算出されると理解できることにな
る。しかし、資産と負債を両建てする資産除
去債務の会計処理とは異なる方法を選択した
たる運営権対価に予定される更新投資の金額
が除かれていることになる。
　それに対して、ｂは資産除去債務と同じ考
え方であり、運営権の設定時点で運営事業を
行う期間中の更新投資を負債として全額認識
し、運営権対価とは異なる金額（「事業収入
－運営経費」の現在価値）で資産として認識
されることになる。
②更新投資に係る費用配分の方法
　これについても既存の会計基準との整合性
の観点から、ａ「更新投資の支出時から償却
する方法」、ｂ「運営期間中の更新投資につ
いて運営権と一体として費用配分する方法」、
ｃ「負債（引当金）として会計処理する方法」
が例示されている（ASBJ2015, 第36-39項）。
　ａの場合には、運営権という権利の取得と、
更新投資という維持管理のための支出との違
いから、運営権対価とは別に償却することに
なる。そして、更新投資が運営権設定期間中
に複数回行われるときには、それらが同額で
あっても期間の後期に実施した更新投資の各
期の償却額が大きくなる点について検討の必
要性を指摘している。
　ｂの場合には、更新投資を運営権対価と一
体のものと考えるので、運営権の設定時点か
ら契約終了までの期間にわたって償却する方
法である。この場合、更新投資のための支出
が発生する前から償却を行う根拠について検
討の必要性が指摘されている。
　ｃの場合には、修繕引当金の考え方と同様
に、資産の使用に応じて支出時までの期間に
わたって引当金に繰り入れる方法である。運
営権設定期間中および運営権設定期間後の更
新投資の負担者の関係から、新投資が運営権
設定期間中に複数回行われるときには、それ
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れば、次の３点が議論のたたき台としての当
初の方向性ということができる。１つ目は、
運営権対価を一括して処理し、会計的性質は
PFI法上のみなし物権（財産権）であること
を運営権の特徴とみて無形固定資産と捉えて
いることである。２つ目は、更新投資に係る
負債を認識せずに、運営権の設定当初に運営
権対価を資産として認識することである。３
つ目は、２つ目の内容を前提として、更新投
資の資本的支出は更新投資の支出時から償却
することである。
　その後「公開草案第48号」と「実務対応報
告第35号」を公表するまでに、このような方
向性から変化がみられる点があり、次に公開
草案の公表以降の展開をみる。
Ⅲ　「公開草案第48号」公表と「実務対応
報告第35号」公表までの展開
１．会計的性質
　「公開草案第48号」と「実務対応報告第35号」
共に、運営権の会計的性質を、運営権対価を
一括して処理し、会計的性質がPFI法上のみ
なし物権（財産権）であることが運営権の特
徴とみて無形固定資産とする考え方を採用し
ている。この点では、上記の当初に提案され
た考え方と変わっていない。
　ただし、第 3 3 8 回 A S B J 会 議 資 料 （以下、
ASBJ2016cとする。）と第341回ASBJ会議資
料（以下、ASBJ2016dとする。）では、運営
権に減損会計を適用する際の単位について
「原則として、公共施設等運営権の単位でグ
ルーピングを行う」のか、「減損会計基準等に
従ってグルーピングを行う」のかという議論
が 行 わ れ て い る（ASBJ2016c, ASBJ2016d）。
無形資産としての運営権は運営権事業全体を
一括した単位で認識するものの、減損を認識
ともいうことができる。
　次に、②の費用配分の方法では、「更新投資
の支出時から償却する方法」の採用が提案さ
れている（ASBJ2016a, 第41項）。ここでは、
まず、上記①のとおり更新投資に係る資産と
負債を認識しない方法を前提とした場合、「運
営期間中の更新投資について運営権と一体と
して費用配分する方法」は、更新投資に係る
資産を認識しない段階で費用計上に見合った
負債を計上することになり、債務性がなくま
たは引当金の計上要件（当期以前の起因事象）
も満たさない上に、合理的な見積もりの困難
さを理由に採用が困難であるとしている。
　また、「更新投資の支出時から償却する方
法」と「負債（引当金）として会計処理する
方法」については、更新投資に係る支出前と
後のいずれのキャッシュ・イン・フローに対
応した費用かを考えるかについて優劣を見出
すことが困難であるとしている。ただし、見
積もりの困難さを考慮すると、引当金方式で
はなく、提案された方法を適切と考えている。
　最後に、「更新投資の支出時から償却する方
法」における更新投資が複数回行われた際の
時期による償却額の違いの短所については、
不可避的に生ずるとしている。
　このように、費用配分については必ずしも
積極的な理由で提案されているのではないこ
とがわかる。また、第 3 2 8 回 A S B J 会 議 資
料 （以下、ASBJ2016bとする。）では、上記
の提案に賛成する意見だけでなく、反対する
意見も示されている（ASBJ2016b, 第24-31
項）。意見の対立は、長期にわたる合理的な
見積りの困難さへの対処や、減損会計におけ
る見積りや資産除去債務との比較といった内
容から生じている。
　ここまでのところ、当初の事務局資料によ
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債として計上する方法と、更新投資を実施し
た時にその支出額を資産に計上する方法との
選択を認める提案し、さらにその取扱いに対
して懸念が示されたことから検討が続けられ
ている（ASBJ2016d, 第12-26項）。
　その結果、文案（修正案）として、「更新投
資に関して、運営権設定期間にわたって支出
すると見込まれる金額を負債として計上し同
額を資産として計上する方法」と「貸借対照
表日の属する事業年度の翌事業年度以降に支
出する更新投資に関する情報を注記する方
法」とが示されている（ASBJ2016d, 第26項）。
後者は「更新投資を実施した時に、当該更新
投資のうち資本的支出に該当する部分に関す
る支出額を資産として計上する方法」に注記
を加えるものである。つまり、運営権の取得
当初に判明している更新投資については負債
とそれに見合う資産情報を貸借対照表本体ま
たは注記とするものである。
　いずれにしてもその文案の結論の背景で
「ここでの更新投資は、運営権者が便益を受
ける公共施設等の改良のために支出するもの
であり、その支出の効果が、当該更新投資の
経済的耐用年数（当該更新投資の物理的耐用
年数が公共施設等運営権の残存償却期間を上
回る場合は、当該残存償却期間）にわたって
及ぶ資産であると考えられる。また、公共施
設等運営権は、公共施設等を契約期間にわた
り利用するための権利の取得対価であるのに
対して、更新投資は公共施設等を運営権者が
維持管理する上で必要とされる支出であるた
め、両者は性格が異なるものと考えられる。」
（ASBJ2016d, 第26項（文案第44項））という
見解が示されている。更新投資については、
運営権の取得対価とは別のものであるという
考え方が示されている。
し、測定する単位はそれとは別の資産または
資産グループすなわち個々の公共施設等を改
めてグルーピングした単位で行いうるのかが
議論されている。
　いったん「公開草案第48号」の文案に対し
て、後者の減損会計基準に従う案を採用した
文案が提示されるものの（ASBJ2016d, 第10, 
11項）、最終的には前者の運営権単位で行う
方が採用されている。これは、運営事業では
複数の公的施設等が含まれる場合があるが、
PFI法上、運営権の分割が認められず、譲渡
する際には一括で譲渡しなければならない。
この場合の投資の意思決定は運営権単位で行
われると考えられるが、他方、個々の公共施
設ごとに採算を踏まえた投資の意思決定を行
うことも考えられる（ASBJ2016d, 第４項）。
いずれについても状況に依存し、また優劣が
つけがたいために、後者の選択はいずれの考
え方もとれるように、減損の判定に際しては、
個々の公共施設等運営事業の性質に応じた企
業の判断を求めようとしたものとみられる。
しかし、結果的に、原則として前者を採用し、
後者を容認したのは、運営権の規定を反映す
ることが実態の描写と捉えていると考えられ
る。したがって、現行制度においては、PFI
法の下で創り出され、運営事業を一体として
とらえた権利を写し出す無形固定資産が運営
権の会計的性質ということができる。
２．更新投資
（1）会計処理の使い分け
　上記のとおり、当初、更新投資については
「運営権の設定時に、更新投資に係る負債を
計上しない方法」と「更新投資の支出時から
償却する方法」が提案されていた。しかし、
ASBJ2016dでは、更新投資について資産と負
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ていると考えられる。
　（2）の「合理的な見積りの可能性」は、運
営事業が長期にわたり、運営権の取得におい
て契約の内容による更新投資の実施内容や実
施時期について不確実性が高いことに対する
配慮であると考えられる。
（2）変更と修繕
　公開草案公表後にASBJはコメントレター
を受け取っている。更新投資については、上
記の義務性と合理的な見積可能性を基準とし
て会計処理を使い分ける基準となっているが、
図表４の点が変わっている（なお、下線は筆
者によるものである）。
　第359回ASBJ会議資料（以下、ASBJ20117
とする。）では、この変更を「更新投資に係
る左記（資産と負債の計上－筆者）の処理は
条件付きであっても認めるべきではないとの
コメント、及び更新投資の義務性の明確化を
求めるコメントを踏まえて、義務性の具体的
な実施内容を明確化するための文言の見直し
である」（ASBJ2107, 第３項）と示し、この
変更は公開草案の内容を明確化したものであ
るとしている（ASBJ2107, 第４項）。
　そして、いずれの結論の背景にも、更新投
資はPFI法における維持管理を行う義務であ
り、その義務に基づく支出は不可避的に生じ
るが、個々の公共施設等運営事業の性質に応
じて、一定の基準に基づき更新投資に関する
会計処理を使い分けることが適切であると示
されている（「公開草案第48号」第49項、「実
務対応報告第35号」第52項）。この点で、考
え方に変更はないとみられるが、初めに示す
方法が入れ替わっていることで原則的な処理
または多くの事例でみられる場合が最初に記
された方法であるような印象を受ける。
　その後、第 3 4 9 回 A S B J 会 議 資 料（以下、
ASBJ2016eとする。）では、専門委員会に関
西エアポート株式会社（関西国際空港及び大
阪国際空港のコンセッションに関する運営権
者）と前田建設工業株式会社（愛知県有料道
路のコンセッションに関して基本協定書を締
結した代表企業）を参考人として招致し、公
共施設等運営権事業の性格によって更新投資
の性格も異なることを確認して、何らかの基
準に基づいて会計処理を使い分けるという方
向性となったことが示されている（ASBJ2016e, 
第３項）。
　ここで重要となるのは使い分ける基準であ
る。ASBJ2016eで示された「更新投資の義務
性の程度」と「更新投資の支出額及び支出時
期の合理的な見積もりの可能性」が、最終的
な「実務対応報告第35号」でも採用され、そ
の内容は次のとおりである（「実務対応報告
第35号」第52項）。
（1）更新投資の義務性の程度（運営権者が公
共施設等運営権を取得した時において、大
半の更新投資が、管理者等から運営権者に
対して実施契約等で提示された実施時期及
び対象となる公共施設等の具体的な設備の
内容に基づくか否か。）
（2）更新投資の支出額及び支出時期の合理的
な見積りの可能性（公共施設等運営権を取
得した時に、運営権設定期間にわたる更新
投資の支出額の総額及び支出時期を合理的
に見積ることができるか否か。）
　（1）の「義務性の程度」は、PFI法の下で
の運営権の取得には維持管理の実施が含まれ
ていることを前提としているものの、運営権
の取得時における更新投資の実施が具体的に
回避できない程度に企業を拘束していること
を実施契約等の存在によって確認しようとし
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出前と後のいずれのキャッシュ・イン・フロー
に対応した費用かを考えるかについて優劣を
見出すことの困難性が指摘され、さらに他の
内容との整合性から更新投資の会計処理とし
ては引当金方式が外れたと考えられる。
　しかし、資本的支出を除けば、修繕費を支
出時に期間費用とすることになるが、中長期
毎の定期的な修繕の場合、修繕引当金の計上
の余地があると考えられる。また、この場合、
修繕引当金はこれまで債務性のない引当金と
いわれてきたが、PFI法に基づいた運営事業
における修繕の場合には、合理的な見積りが
可能であることを条件に、実施時期が確定し、
変更できなければ、上記の義務性を満たして
いると考えられる。この点について整理する
必要があると考えられる。
Ⅳ　おわりに
　運営権の会計的性質は、PFI法に沿って創
り出され、運営事業を一体としてとらえた権
利を写し出す無形固定資産と位置付けられ、
これを前提として「実務対応報告第35号」の
会計処理が示されている。減損会計を適用す
　そして、運営権の取得時に資産と負債を両
建て計上する場合、資産除去債務の会計処理
と資産取得時に資産と負債を両建て計上する
点で同じであるが、更新投資分については資
産除去債務に見合う資産は取得原価に含めて
処理するのに対し、更新投資は無形固定資産
として別に処理される点が異なる。
　また、「公開草案第48号」と「実務対応報告
第35号」のいずれにも、更新投資について運
営権の取得時の資産と負債の計上に関連して、
そこから修繕費に係る金額を除く旨の説明に
「更新投資のうち修繕費に該当する部分は、
運営権設定期間にわたる支払義務がある点は
同様であるが、修繕費は原則として支出時に
費用処理することが適切と考えられるため、
資産及び負債を計上する必要性は乏しいもの
と考えられる。」（「公開草案第48号」第52項、
「実務対応報告第35号」第54項）が示されて
いる。
　この場合、修繕引当金の計上についても検
討する余地があると考えられる。費用配分の
方法として、更新投資に係る資本的支出につ
いての当初の考え方では、更新投資に係る支
図表４　更新投資の資産と負債の取扱いについての比較
公開草案第48号（第12項） 実務対応報告第35号（第12項）
更新投資に係る資産及び負債の計上に関する取扱いは、
次のとおりとする。
（1）　更新投資の実施内容の大半が、管理者等が運営権
者に課す義務に基づいており、かつ、運営権者が公共
施設等運営権を取得した時に、更新投資のうち資本的
支出に該当する部分（所有権が管理者等に帰属するも
のに限る。以下同じ。）に関して、運営権設定期間にわ
たって支出すると見込まれる額の総額及び支出時期を
合理的に見積ることができる場合、当該取得時に、支
出すると見込まれる額の総額の現在価値を負債として
計上し、同額を資産として計上する。
（2）上記（1）以外の場合、更新投資を実施した時に、
当該更新投資のうち資本的支出に該当する部分に関す
る支出額を資産として計上する。
更新投資に係る資産及び負債の計上に関する取扱いは、
次のとおりとする。
（1） 本項（2）の場合を除き、更新投資を実施した時に、
当該更新投資のうち資本的支出に該当する部分（所有
権が管理者等に帰属するものに限る。以下同じ。）に関
する支出額を資産として計上する。
（2） 運営権者が公共施設等運営権を取得した時におい
て、大半の更新投資の実施時期及び対象となる公共施
設等の具体的な設備の内容が、管理者等から運営権者
に対して実施契約等で提示され、当該提示によって、
更新投資のうち資本的支出に該当する部分に関して、
運営権設定期間にわたって支出すると見込まれる額の
総額及び支出時期を合理的に見積ることができる場合、
当該取得時に、支出すると見込まれる額の総額の現在
価値を負債として計上し、同額を資産として計上する。
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＜注＞
１）2009年度から2016年度にかけて事業数と契約金
額は一貫して増加しており、2016年度の事業数は
609事業、契約金額は５兆4,686億円となっている
（内閣府2017, スライド1, 3頁）。なお、公民連携と
い っ た 場 合、PPP（Public-Private Partnership）
という包括的な用語（ないし概念）がある。これ
は、公民が連携して公共サービスの提供を行うス
キームをいい、PFI、指定管理者制度、市場化テ
スト、公設民営（DBO）方式、さらに包括的民
間委託、自治体業務のアウトソーシング等も含ま
れる（日本PFI・PPP協会「『PPP』とは」（http://
www.pﬁkyokai.or.jp/about/index.html））。
２）なお、この「実務対応報告第35号」に先行して、
2013年９月に内閣府から「公共施設等運営権に係
る会計処理方法に関するPT研究報告（中間とり
まとめ）」が公表されている。これも我が国の会
計処理および「実務対応報告第35号」に一定の影
響を与えていると考えられる。この「研究報告」
の「前書き」では、平成23年に改正されたPFI法
により導入された公共施設等運営権に関連し、そ
の具体化が見込まれる空港に係る公共施設等運営
事業を念頭に置いた研究であること、そのスキー
ムを前提とした現行の企業会見の諸基準および会
計実務に基づいた対応を基本としていること、今
後の検討事項等については必要に応じてASBJに
検討を要請する可能性があることが示されている。
また、この報告が実務上の指針と位置付けるもの
ではなく、実務を拘束するものではないことが明
示されているため、本稿では必要な場合には参照
することにとどめている。
３）この内閣府からの提案で示された論点は、次の
４つである。
　①公共施設等運営権の取得及び運営期間中の費用
認識について（減損会計の適用可能性を含む）
　　・運営権取得時の会計処理について
　　・取得した運営権の費用化方法について
　　・減損会計の適用可能性について
　②公共施設等運営権対価の算定
　　・運営権対価の考え方について
　　・運営権の取得に要した付随費用の取扱いにつ
る上でのグルーピングの問題はあったものの、
議論の展開では内容について大きな変更なく
制度化されている。そこで次に国際基準との
比較となると、「実務対応緒報告第35号」は国
際財務報告基準における解釈指針第12号
「サービス委譲契約」と比較されることにな
るが、そこには無形資産処理の他に金融資産
処理が示されている。ASBJの資料としても
解釈指針第12号が添付されることがあったが、
範囲や処理の異同について比較整理する余地
がある。
　また、「実務対応報告第35号」は、更新投資
に際して資産と負債の両建てで計上するか否
かを判断する基準の１つに債務性という用語
を用いず、義務性としている点が特徴である。
この用語をPFI法に基づいて創り出された運
営権だから使用可能な用語であるのか否かに
よって、他の会計基準との整合性を検討する
余地が生まれると考えられる。そして、負債
を認識する上での新たな基準として我が国の
会計基準等を設定する上で定着していく概念
ないし用語なのかに注目しなければならない。
　最後に、ここでは資本的支出を対象とした
議論であり、修繕費は除かれているが、修繕
を行うことも公共施設等運営事業における維
持管理に含まれる。通常の場合は修繕費を支
出時に期間費用とすることになるが、中長期
毎の定期的な修繕の場合、修繕引当金の計上
が可能であると考えられる。他の項目と同様
に事例によるだろうが、PFI法に基づいた運
営事業の場合の修繕についても整理が必要で
あり、また上記の義務性との関係をどのよう
にとらえるか検討が必要であると考えられる。
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